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辻正重

1111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111¥11111¥11111¥1111111¥1111111111¥11111111111¥1111111111111111¥1111111¥1111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111¥11111111111111¥1111111111111 

1. はじめに

われわれは 1)企業の構造や運命にかかわる戦略的決定

を支援するようなシステムと，これから管理システムと

して戦略的な意味を持ってくると思われるトータル・フ

レキシプル・システムに興味を持ち，それらのシステム

開発を試みている. \, 、ただL 、た「戦略的D S SJ の題の

意味は不明であるが，開発しているそれらのシステムは

「戦略的D S SJ であろうと独断して，それらの内容を少

し紹介したいと思う.それに先立って，われわれの研究

を位置づけるために. MI S からDS S. そして E S. 

さらにD S S. E S から再びM 1 S への歴史をふり返り

ながら. A I, OR. DSS の関係を若干考えてみるこ

とにする.

2. M 1 S から DSS

M 1 S は周知のように発展してきたコンピュータによ

るデータベース，自動決定システムを要素とする， トー

ステム化の組織的進め方はユーザを中心に据えて個別的

にシステムを積み上げてゆく取り組み方である. 6) シス

テム化のアプローチは，問題全体を決定者の判断にゆだ

ねる部分と数学的処理やOR的モデル化が論理的に可能

な部分とに分け，後者を極力コンピュータ化し. 4)のイ

ンターフェイス機能により前者の判断を支援するやり方

である.このようなDSSが当初財務関係の問題を中心

に開発され実用に供されるようになった[ 3 ].それらは

1)大規模・複雑な数値データ処理，統計的解析法.OR

の最適化手法などがモデルの中心で(その意味でDSS

は OR の一部を含む関係が一般的). 2) ソフト技術は従

来型で，技術的に新しい展開はないが，組織的進め方，

アプローチに歴史的な意味があった.すなわちMI S の

全体的・抽象的からDSS の個別的・具体的なシステム

化の流れの中で，組織内にコンピュータ・システムが実

際に意思決定に利用される足場を築いたといえよう.

3. D S S と AI 的システム

タノレ・オンライン，リアルタイム・システムを概念して その後ハード，ソフト，とくにAI 研究の発展がし、ち

いた.実際にはルーチン的・定量的な業務を中心にMI じるしく. XCON[4Jを先駆として，今や経営におけ

S 化が行なわれ，一定の歴史的な役割を果したものの， る決定や問題解決のシステム化に広く AI 研究の成果が

志向していた意味変換を含むような意思決定の自動化に 利用されるようになり [3 J. あらゆる階層，領域でAI

は至らなかった.それには次の理由が考えられる .1)M 的システム (A 1 研究の成果を利用したシステム)が開

1 S のコンセプトに対して，ソフト・ハードの情報処理 発されている. E S は経営における AI 的システム化の

技術が未熟であった. 2) スタップ主導型のシステム化が 重要なきっかけをなすものである. MYC 1 Nを典型に

行なわれ，組織的なシステム化法に問題があった ES の特色を要約すると次のようになろう. 1) コンピュ

このような中で2)の点の反省に立ってDSSが提唱さ ータ化が困難と考えられていた，狭い領域の専門家(問

れるようになった.キーン・モ一トンらのDSSは次の 題解決者)の高度な仕事{悪構造化問題)を対象として，

ように要約されよう[ 1 J[ 2 J. 1)半構造化問題を対象と 2)その専門家の知識を客観化し. 3)それを利用してコン

して. 2)最適化より有効性，改善を狙い. 3)意味変換を ピュータに演縛的推論を行なわせるシステムで. 4)知識

行なうモデルを組み込み. 4) インターフェイス機能を重 と手JI頂を分離したシステムとしてフレキシフソレなプログ

視し-C.ユーザの決定を支援するシステムである. 5) シ ラム法をとっている. E S はコンビュータ・サイエンス

から降り来たったが. DS S と似た面を持っている.す

っじまさしげ青山学院大学経営工学科 なわち 1)両者とも個別の，狭い領域の専門家・問題解決

〒 157 世田谷区千歳台 6-16ー 1 者を中心にすえるシステム化の進め方. 2)有効性の狙
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い， 3) インターフェイス機能の充実の点で似

ている.一方，相違点は以下の 3 点である.

I)E S が，従来OR的なモデノL化が不可能

であった記号的処理を要する複雑な問題(悪

構造問題)に対して，それを専門家の知識モ

デルで解決するアプロ一千と，それをコンピ

ュータに実装し，そしてフレキシプんにシス

テム化するソフト技術を持っている点であ

る.その意味で， E S はDSSがあきらめた

判断の部分をシステム化するアプローチとソ

フト技術を提供している. A 1 研究は，元来

人間の問題解決法の研究とそれをコンビュー

タに行なわせるソフト技術の研究の融合した

もので， E S はそれの l つの特殊化・集約化

されたものであるから，当然といえば当然の

ことである.

2日'~;

f型

ンョ y プ

2) システム化，問題解決のアプローチとし I 7 ロー
管理

て， DSS はOR的数学的モデルを核としてそ

れを拡張し積み上げてゆこうとする.その意

味で論理的・合理的な解決法を強調するのに

対して， E S は実際の問題状況全体をモデル

化し，決定者の実際の解決法の利用を強調する.ある意味

では意思決定の Normative アプローチと Descriptive

アプローチに対応しよう.

3)DS S があくまでも決定者の支援を， E S が決定の

自動化を志向している.歴史的に典型的なDSS と典型

的な ES において，このような相違もあるが，この差も

大きくはESが最近の情報処理のソフト・ハードの技術

進歩を背景としていることに起因する.したがってこの

技術的な観点からみると ES はDSS を包括しているよ

うに見える. 2) , 3)の相違点も必ずしも明確なものでな

い.たとえば2)に関して ES のDENDRAL ， MAC 

SYMAは， グラフ理論や Rich アルコリズムを利用し

ている.また3)に関しでも，対象にしている問題の構造

や特性に大きく依存する.したがってDSS と称しでも

最近は上述の AI 的なアプローチや技術を利用している

し， ES と称してもシステム内でORモデルを利用した

り，支援の姿勢を貫いているものもある

このように考えてくると，歴史的な相違はあるものの

問題解決者，意思決定者を中心に掘えて，その対象問題

の要請にしたがって有効なシステムを開発するという立

場に立っと，むしろ DSS と ES の区別は薄れてきてい

る.
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図 1 問題特性とシステム

4. 問題とシステム

そこで管理階層と問題構造の特色，およびシステムと

の関係を，特徴的に示すと図 1 のようになる.ここでA

I システムというのは，問題解決，システム化，プログラ

ミングにおいてAI 研究の成果を利用したシステムで，

AI 研究の最新性に敬意を表しておく.図 l において，

階層の上位ほどDSS的，下位ほど自動的システムにな

る. E S やOR的システムは周知のものとして，ここで

はDSS的AI システム， A 1 ・ OR混合形ジステムに

ついて若干の説明を加える.

DSS的AI システムも，問題の構造化の困難さによ

っていくつかのタイプがある[ 5]. 1)情報検索的システ

ム;構造化が困難で，決定者の判断に情報を提供するの

が主な機能である. 2)人間ー機械協調型システム:なん

らかのモデルを持ち決定者と協力して解を出すシステ

ム.その中もさらに2. 1) データベースとインターフェイ

スをもっシステムと 2.2)推論空間とインターフェイスを

もっシステムがある.前者は従来の what if 分析なと

の協調型，後者は新しい協調型である [6 ]. 

一方AI ・ OR混合型システムは，オベレーティング・

ザイグノL ・レベルでのシステムに多い.その中に 2 つの
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タイプがある. I) ORモデル包括型:新日鉄のロット l順

位決定E S[ 7 ]などがその例で，システムは知識でロッ

ト聞の関係を記述し(業務の論理)，巡回セールスマン問

題としてこれを解き(解法の論理)，その結果を多元の評

価軸で評価表示し， what-if 分析などによりユーザーに

解を選択させる(政策の論理). DEC社の Automated

Scheduling Consultant や DMS (logistics ES) も，知

識ベースでグローパルな満足化をして，整数計画法でロ

ーカルな最適化を計っている.このように専門領域の知

識で最適化手法などが適用できる情況に問題を絞ってゆ

き(探索空間の絞り込み)，その後にOR的手法を利用し

ようというシステムである. 2)知識・ OR並列型 :ID

eSS [6 J[ 8 ]などがその例で，問題の解決法を分析する

と大枠的なステップが存在し，あるステップは悪構造問

題でA1 的解決法をとらざるを得ないし，あるステップ

は， AHPや最適化手法が適用可能な， A 1 と ORの並

列的なシステムである. 1S1S [9 ]はあるステップでは

知識が，あるステップではA1 的探索法が，あるステッ

プでは B.W， F.Wのスケジューリング法が利用される

混合型である

これらは解決のアプローチを中心にした分類である

が，コンピュータへの実装法の観点から見ると， ES 的

A1 システムは言うにおよばず，これらのシステムは表

現力，フレキシピリティの点からプロダクション・シス

テムやプレーム・システムなどA1 的アーキテクチャを

メインにしている.

図 l においてシステム化は下から上へと積み上がって

きている.一方，経済環境の多様化とその変化の加速化

は，戦略的な決定をますます重要なものにしている.し

たがって最近のコンピュータ・通信ネットワークの発肢

を前提として 1)企業ライフ・サイクルに関する決定のシ

ステム化と同時に， 2)個別システムのトータノレ・システ

ム化も強く要求されている.

5. トータル・システム化一再びMI S へ

トータル化にすでにいくつかの動きがある.1)個別の

A1 的、ンステムからのトータル化と 2)C 1Mの発展によ

るトータル化である. 1) で‘は， ミンスキーが従来のアル

ゴリズミックスなシステムやニューラルネットも含めて

いろいろの ES を統合・協調させる rSociety of Exｭ

pertsJを語っているし，富士通などの分散協調型A1 シ

ステムの研究も始められている またCMU ロボット研

究所の 1ntelligent Management System プロジェク

1990 年 6 月号

ト [IOJ もこの方向である.一方， DEC社では「知識ネ

ットワーク j と称してオペレーティング・サイクルのE

S のネットワーク化を計っている.また rV1SIONJ と

称して製品ライフ・サイクルのネットワーク化に挑戦し

ている.

他方， 2) の C1Mからのトータル化がある. C 1Mも

MI S と同様でコンセプトであり，具体的なシステムの

型は企業によるが，大きく見て 2 つのタイプがある.①

ウェスティングハウス，イーストマン・コダックなどの

製品サイクルに中心を置き，注文の多様化への対応を狙

った製品設計支援ES を中核とする意思決定駆動型.②

GE , GMなどのオベレーティング・サイクルに中心を

置き， DMの質の向上，省力化，全体情況の把握を狙っ

たデータベース・情報ネットワークを中核とするネット

ワーク駆動型.①はCIMとしているが先のAI 的シス

テムからのトータル化でもある.一般的には C 1Mとし

て②が先行しており，それも情報インフラができあがっ

てきた段階であり，次の段階として，この情報インフラ

にもとづいた各階層・領域での問題解決・決定のシステ

ム化が進められている. 一方， Computer 1ntegrated 

Management(C1M) や S 1 S のように情報インフラを

より上位管理層で構築しようとする展開方向も活発であ

る.

このように「個別システムからのトータル・システム

化J と「トータル・情報ネットワーク・システムからの

個別システム化J は，互いに補完し合って一段上のトー

タル・管理システムを実現することになる.個別システ

ム化としては，既述のように戦略的決定のような「企業

ライフ・サイクんに関する決定のシステム化j が 1 つの

重要課題である. トータル・システム化としては，個別

システムを前提として分散協調型の，それも環境の変化

や個別システムの発展に耐えられるフレキシフツLなシス

テムが要請されている.そこで以下このような個別シス

テム化とトータル・システム化の一例としてわれわれの

試みを紹介する.

6. 戦略的提言を志向した企業評価支援

システム

経営管理， M&A，与信管理，経営コンサルティング

などにおいて全社的観点，および長期的・短期的観

点に立って，企業活動を分析・評価し，改善案を生成す

ること j が要請されている.このような企業ライフサイ

クルに関する業務を支援するようなシステム化を，図 2
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のコンセプトで試みている.それは大きく分析評価部と る.システムは戦略提言部での知識利用，フレキシブル

提言部に別れ，それぞれの中で長期的観点，短期的観点， なシステム化を考慮してAI 的なシステム設計法をとっ

およびそれらの総合化の部分から成っている.短期的な ている.評価や改善案の提言は，基本的に判断と創造で

観点からのシステム化は，経営診断支援システムとして 決定者に依存する.したがってこのようなシステムは，

かなりできあがっている[l1J. ここではこれからのシス 判断と創造を支援するように 1) システムとしての結論は

テムとして長期的観点からの「戦略的提言志向的な企業 出すようモデル化を試みるが. 2)網羅的な情報を提供で

評価支援システム J [12J を紹介する.これは直接的には き. 3) ユーザーの思考実験ができ. 4)それら 1). 2)が可

コンサルタント支援を狙っている. 能な協調的インターフェイス機能をそなえることが必要

本システムは，全社的な観点からの拡大化戦略，川上 である.システムの中心になっている 1)の評価の方法を

統合化戦略，川下統合化戦略，水平統合化戦略，異業種 次のように考えている.

多角化戦略など，また事業部的な観点からの拡大化戦 ①企業評価とは過去の実績だけでなく，潜在力として

略，現状維持戦略，撤退戦略，リーダーシップ戦略，拠 の企業力を評価する.

点確保戦略などの戦略を出力し，それらと結びつくよう ②企業力は，戦略力，競争力，合理化力からなる.戦

な長期的な観点，全社的な観点からの企業評価を出力す 略力とは環境との関係の中でどのような製品一市場ミッ

ーーーー--t--'

」ーーーーーーーーーーーー・・ーーーーーーーーーー一一ーー-ーー・・ーーーーーーーーーーー句司ーーーーーー-，

図 2 企業診断システムの概念図
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クスを展開するかという企業構造を創

造・選択するカ，競争力とはその枠組み・

住み場所の中で同業他社と競争してよい

地位を得るカ，合理化力とは以上の枠組

みの下で内部諸活動を合理的に運営する

力である.

③それらはさらに図 3 のように 12の諸

機能要因に分解される.企業の総合評価

は，③にもとづく②の各企業力を①の実

績面と潜在面両面を考慮して行なわれ

る.以上の考え方に沿ってシステムは企

業を全社的，長期的な観点から評価する.

定性的分析システムでは，潜在的な戦

略カ，競争力，合理化力，当社の所属す

る市場の競争状態などの定性的・実態的

な分析を行なう.入力は各機能要因を評

価するためのチェックリストへの回答，

財務分析システムの結果，競争業者との

敵対関係，供給業者との交渉力，買い手

との交渉力など外部環境に関する項目で

ある.この入力からシステムは 1)各回答

への粗点づけ. 2)各機能要因の得点、化，

3)戦略カ，競争力，合理化力の得点化を

行なう.そしてレーダチャートとして表

示する.ここで戦略カ，競争力，合理化

力と各機能要因との関連つけ，要閣の重

みづけはユーザーにオープンになってい

る.

企業実態分析システムは，財務分析・

オベレーションズ・リサーチ© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



定性的分析の結果，経済的環境情報，産業情報などのデ

ータをもとに，システムの評価をユーザーが全体的立場

からチェックしたり，確認できるように評価情報を関連

づけ，総合的に視覚表示する.中心は潜在的企業力と実

績的企業力を関連づけることである.実績力は図 4 のよ

うに事業別PPMチャートに集約される.この図におけ

る事業部全体のパターンが戦略的ポジションを意味し，

実績としての戦略力である.図中の円の大きさは各事業

部が所属する市場の大きさを表わし，各円の斜線部分が

当社の、ンェアを示し，競争力を表わしている.黒色部分

は利益を示し，売上げに対する利益の割合が合理化力を

表わしている.図において各事業部の競争情況や内部情

況を知りたければ，マウスでそれらを画面上に出すこと

ができるし，また製品別の PPMチャートに展開したけ

ればそれへの展開が可能で，実績力の評価をいろいろな

視点で検討することができる.この実績力と既述の潜在

カは図 4 のように対応づけられる.

総合評価システムは，これらをさらに抽象化して，企

業を 1 つの複合事業体として総合評価する.事業別PP

Mチャートから重心法で l つの企業PPMチャートに圧

縮する.そしてそれと潜在力の各得点、と対応づける.こ

の総合評価までのプロセスの逆の展開は，上述と同様で

マウスで自由に探索でき，チェックリストまで深く検討

できる.この協調的インターフェイスにより，ユーザー

はいろいろの検討ができユーザーの判断は支援される.

企業実態分析結果

てに二b

*参入業界日IJ

*企業実態

1 ，環境

2 ，企業理念

3 ，企業文化

4 ，経営管理

9 ，調達

10，労務・人事

11，財務

12，情報

図 3 潜在力の要因

1 ，人

2 ，金

3 ，物

4. 情報

1 ，戦略

2 ，構造

3 ，運営

4. 成果(結果)

戦略提言部は，いままでのシステムの出力，各種デー

タ，およびプロダクション・ルール形式の知識により，

戦略的提言を出力する.事業別戦略提言システムで可主，

個々の事業部の存在価値を考えながら拡大化，現状維

持，撤退の戦略方針を選定する.事業別競争的提言シス

テムでは存続事業部に対して評価部におけ

る競争上の脅威に対処しながら他社と競争

してゆく方針(コストリーダー，差別化，

集中化…)を出力する 全社的戦略提言シ

ステムでは，以上の結果や総合評価の結果

を全体的に見て，新規事業の必要性を判定

し， ~、かなる多角化戦略をとるべきかの提

言を行なう.図 5 はこのシステム内の大ま

かな流れである.さらに具体的な新しい事

業を探索するためのシステム化について

は， IDeSS で試みている [6 ], 

水市場競争状況 *自社の競争上の立場

以上のように本システムは戦略的提言と

結びつくような全社的，長期的な観点に立

った評価方法を考え，これにもとづいた支

援システム化と知識による提言システム化

を試みた.もちろん知識は教科書的段階に

あるが，木システムにより評価から戦略提

図 4 PPMチャートとレーダーチャートの関係

1990 年 6 月号

言までのシステム化の可能性を得たものと
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く多角化方針〉

に現場作業を起動させる.しかし実施活動や注文などに

おいていろいろな例外的事象や変更が起こり，情報通信

システムを通してそれらが把擾される.そして統制シス

テムでは，それら計画との差異を横断的，階層的に体系

だてて調整し，再計画をする.ここでこの計画，統制jを

L 、かにシステム全体が安定的であるように対処するかが

問題で，それのためのシステム化が要請されている.本

システムはこれに答えることを狙って，次の方針にした

がっている. 1)例外的な事象は必ず起こることを前提に

精微な計画よりもフィードパック機構を重視する. 2) こ

全社的戦略的提言のプロセス

トータル・フレキシブル生産管理シ

図 5

考えられる.

7. 

ステム

トータル・フレキシプル・管理システムの例j として，

個別の計画システムが積み上がってきてトータル化が要

請されている工場の日常ルーチン管理を対象にシステム

化を試みた日3J-[15]. 図 B は，工程設計(機械取替)

から日程計画の横断的・階層的なトータノレ化の対象であ

る.各階層各領域の計画が関連を持って立案され最終的
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トータル生産管理概念図図 8

356 (36) © 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



全
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テ
ム

と，計画・実績差異の吸収方法を推論するための統制用

ノレーんがある.各計画モジュールでは，経営工学， OR

で利用されている山積・山崩法やB.W， F.Wのスケジ

ュール法が組み込まれている.

注文仕様の変更，注文量の変更，納期変更，資材到着

遅れ，不良品の発生，作業遅れ，等々いろいろの例外を

想定しているが，作業遅れを処理する機械故障，不良品

のモジュールに関連してシステムの挙動を見てみる.

センサ長

図 7 分散・協調型トータルシステム概念図

セ
ン
サ

計阿

操業

制御

管制

の統制の原理としてフォーレットの管理原則(直接的接

触の原則，自己調整の原則，早期調整の原則，継続的調

整の原則)を基本に置く. 3) トータル・フレキシプル・シ

ステムの要素に，分散型ハードシステム(プロセッサ，

ネットワ -17 ，インターフェイス・センサー)，データベ

ース，意思決定ユニットシステム(計画システム，統制

システム)， トータル・コオーディネーティング・システ

ムよりなる.図 7 はそのシステムのイメージ図である.

2) の原則は， 3)の意思決定ユニットの統制システム， ト

ータル・コオーディネ}ティング・システムの中に反映

される(知識として).本システムは対象生産方式をジョ

プショップ型として，納期達成を第 1 目標としている.

本システムは，図 S のように 4 つの基本要素からなる

AI 的なシステムである.1)ユーザーと会話しながら発

生した例外事象に関する情報を黒板に格納し，ユーザー

に統制j状況の報告をするインターフェイス， 2)黒板に書

かれた情報をもとにどの計画を再立案するか，およびそ

れに関連する計画変更の指示を行なう統制モジュール，

3)計画および統制jモジュールの指示による再計画を行な

う計画立案モジュール， 4)上記モジュールを作動させ統

制jを行なうプロダクジョンシステムである.ルールには

各モジュールの動きを制御するそジュール制御用ルール エ2与

質問ベース

統制モジュール

|納期変瑚モ ;;:L -Jレ

ユーザ・インターフェイス

員十両立案モジュール

|工程設計モジユニ』

|捌生産計画モジュール u

統制ルールベース|一一モジ三三~

進捗管理モジューJレ

資材管理モジューJレ
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ーザーより進捗管理の実施要求があると，進捗管理モジ

ューノレが起動し，完了作業量と注文量とをもとに作業遅

れの発生をチェックする.作業遅れがあると作業遅れオ

ベレーション名，遅れ作業量，作業遅れの事実が黒板に

書かれる.そうするとルールにより機械故障・不良品統

制モジューんが起動され，作業遅れの回復方法が検討さ

れる.回復方法は，横断的調整としてまず代替品の利用

が考えられ，当モジューノレは各作業遅れのオベレーショ

ンをカパーする代替品を検索する.その後に作業遅れの

回復方法を推論する.ここで回復できない場合，モジュ

ール制御ルールによって日程計画の再立案，つまり階層

的調整が指示される.日程計画モジューんで、は，余力お

よび残業の実施により遅れを回復するように努力し，下

位レベルで‘の例外吸収を試みる.さらに吸収不能な場合，

期別計画の再立案が指示される.期別計画モジューん

は，残業やネック作業の外注でまず納期維持を計る.し

かし期別生産計画が変更せざるを得ないと下位の日程計

画，資材管理の再検討がなされ横断的・階層的調整が行

なわれる.

以上のように納期維持を目的として，横断的・階層的

に調整しながらシステム全体の安定を計る協調型トータ

ル・システム化のイメージを具体化することができた.

8. おわりに

問題の構造や特徴を中心におき，その問題解決のため

のシステム開発を行なうという立場で， A I, DSS , 

ORの関係を考察し，これからのシステム化の課題であ

る戦略的決定支援、ンステムとトータル・システムについ

てのわれわれの試みを紹介した.これらのシステムに，

さらにブレキシピリティを持たせるためには，これらの

システムのための言語開発が必要かと思われる.その試

みについては機会を得てまた紹介させていただきたいと

思っている.
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